
レポート

Info-FutureR No.37 July 2011 52

は
じ
め
に

3
・
11
の
東
日
本
大
震
災
の
発
生
、

そ
の
後
の
計
画
停
電
、
そ
し
て
今
夏
の

政
府
や
電
力
会
社
か
ら
の
節
電
、
電
力

削
減
へ
の
要
請
に
よ
っ
て
、
企
業
は
こ

れ
ま
で
に
な
い
勢
い
で
テ
レ
ワ
ー
ク
を

は
じ
め
と
す
る
柔
軟
な
ワ
ー
ク
ス
タ
イ

ル
に
取
り
組
み
は
じ
め
て
い
る
。

N
T
T
デ
ー
タ
経
営
研
究
所

ワ
ー

ク
ス
タ
イ
ル
変
革
研
究
ワ
ー
キ
ン
グ
グ

ル
ー
プ
（
W
G
）
は
、
2
0
1
1
年
6
月
、

1,
0
1
5
社
に
勤
務
す
る
正
社
員
（
従

業
員
規
模
30
名
以
上
、
1
社
1
名
）
を

対
象
に
「
東
日
本
大
震
災
後
と
柔
軟

な
ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル
」
に
関
す
る
調
査

を
実
施
し
た
（
g
o
o
リ
サ
ー
チ
と
の

共
同
調
査※
１

に
よ
る
）。

本
稿
で
は
、
こ
の
調
査
結
果
を
中
心

に
、
柔
軟
な
ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル
の
実
態

や
ニ
ー
ズ
、
今
夏
の
電
力
削
減
や
今
後

の
震
災
の
備
え
に
向
け
た
企
業
の
施
策

等
を
踏
ま
え
、
ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル
変
革

を
め
ぐ
る
今
後
の
あ
り
方
に
つ
い
て
検

討
し
た
い
。

柔
軟
な
ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル
実
践
の
意

義：

持
続
可
能
な
個
人
・
企
業
・
社

会
に
向
け
て

柔
軟
な
ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル
の
代
表

格
、
テ
レ
ワ
ー
ク※
２

に
関
し
て
は
、
こ
れ

ま
で
も
官
民
で
さ
ま
ざ
ま
な
取
り
組
み

が
行
わ
れ
て
き
た
が
、
総
務
省
の
「
通

信
利
用
動
向
調
査
」（
従
業
員
規
模
1
0

0
人
以
上
）
に
よ
る
と
、
テ
レ
ワ
ー
ク

を
導
入
し
て
い
る
企
業
の
割
合
は
、
2

0
0
8
年
末
15
・
7
％
、
2
0
0
9
年
末

19
・
0
％
、
2
0
1
0
年
末
12
・
1
％
と

や
や
減
少
傾
向
を
示
し
て
お
り
、
普
及

が
進
ん
で
い
る
と
は
言
え
な
い
状
況
で

あ
っ
た
。

図
表
1
は
、
柔
軟
な
ワ
ー
ク
ス
タ
イ

ル
を
実
践
す
る
意
義
と
柔
軟
な
ワ
ー
ク

ス
タ
イ
ル
（
例
）
を
整
理
し
た
も
の
で

あ
る
。

今
般
の
震
災
を
受
け
て
特
に
顕
在
化

し
て
い
る
の
は
、「
持
続
可
能
な
個
人
・

企
業
・
社
会
」
に
対
す
る
強
い
関
心
で

あ
る
。
企
業
は
社
員
の
安
全
・
安
心
を

確
保
し
た
上
で
「
個
人
の
豊
か
な
生
活
」

を
実
現
し
、「
社
会
課
題
へ
の
対
応
」、「
企

業
の
存
続
・
成
長
」
と
3
つ
の
対
応
策

に
バ
ラ
ン
ス
よ
く
取
り
組
ん
で
い
く
必

要
が
あ
る
。

「
個
人
の
豊
か
な
生
活
」
は
、「
社
会

課
題
へ
の
対
応
」、「
企
業
の
存
続
・
成

長
」
の
基
盤
と
な
る
。
そ
の
た
め
、
一

人
ひ
と
り
の
個
人
に
対
し
て
防
災
、
減

災
に
対
す
る
意
識
づ
け
を
行
う
と
と
も

に
、
個
人
を
守
る
現
実
的
な
仕
組
み
づ

く
り
が
求
め
ら
れ
る
。
震
災
直
後
の
計

画
停
電
は
、
平
常
時
の
交
通
ダ
イ
ヤ
の

正
確
さ
や
緻
密
さ
が
、
我
々
の
日
常
生

活
に
と
っ
て
い
か
に
ス
ト
レ
ス
が
な

く
、
あ
り
が
た
い
サ
ー
ビ
ス
で
あ
る
か

を
感
じ
さ
せ
た
。
さ
ら
に
連
日
の
余
震

が
続
く
状
況
下
で
、
家
族
や
職
場
の
同

企
業
に
広
が
る
柔
軟
な
働
き
方：

東
日
本
大
震
災
後
の
ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル
変
革

※1：「東日本大震災後と柔軟なワークスタイル」の調査概要は以下のとおり。
(1)調査対象：gooリサーチ登録モニター (2)調査方法：非公開型インターネットアンケート (3)調査期間：2011年6月9日～2011年6月13日 (4)有効回
答者数：1,015人 (5)標本設計：30人以上の従業員規模の企業に勤務する社員（社長・役員除く）。
政府・地方公共団体・各種法人・団体、農林・漁業等を除く１社１名のみ抽出。従業員規模30人以上-300人未満、300人以上1,000人未満、1,000人以上
5,000人未満、5,000人以上を各1/4ずつに割付け。※なお、職種は「販売（店舗内、事業所内）」「生産・製造」「受付・窓口」「工事・施工」を除外、調査
エリアは、被災地エリア（岩手県/宮城県/福島県）を除外した。

NTTデータ経営研究所 ワークスタイル変革研究ワーキンググループ

小豆川 裕子
加藤 真由美
吉識 宗佳
大林 勇人

ソーシャルイノベーション・コンサルティング本部 シニアスペシャリスト

産業コンサルティング本部 HRグループ シニアマネージャー

社会・環境戦略コンサルティング本部 マネージャー

ソーシャルイノベーション・コンサルティング本部 シニアコンサルタント
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僚
、
友
人
の
安
否
確
認
や
、
絆
の
大
切

さ
を
改
め
て
実
感
し
た
人
も
い
た
だ
ろ

う
。続

い
て
大
幅
な
電
力
削
減
を
中
心
と

す
る
「
社
会
課
題
へ
の
対
応
」
で
あ

る
。
I
T
を
活
用
し
た
ワ
ー
ク
ス
タ
イ

ル
に
つ
い
て
は
こ
れ
ま
で
も
少
子
高
齢

社
会
へ
の
対
応
、
地
域
で
の
雇
用
創
出
、

地
域
活
性
化
策
と
し
て
そ
の
可
能
性
が

指
摘
さ
れ
て
き
た
。
ま
た
後
述
す
る
グ

リ
ー
ン
I
T
に
よ

る
C
O
2

削
減
効

果
も
引
き
続
き

期
待
さ
れ
て
い

る
。
こ
れ
ら
に

加
え
て
今
夏
の

節
電
、
電
力
削

減
の
要
請
を
、

ど
の
よ
う
な
ワ
ー

ク
ス
タ
イ
ル
で

乗
り
切
る
か
、

さ
ま
ざ
ま
な
取

り
組
み
が
行
わ

れ
て
い
る
。

さ
ら
に
事
業
継

続
性
の
確
保
を

は
じ
め
と
し
た

「
企
業
の
存
続
・

成
長
」
に
対
す

る
取
り
組
み
も

活
発
で
あ
る
。

今
回
の
大
震
災

に
よ
っ
て
、
我

々
は
自
然
災
害

が
事
業
存
続
に
大
き
な
危
機
を
も
た
ら

し
う
る
こ
と
を
、
ま
ざ
ま
ざ
と
思
い
知

ら
さ
れ
た
。
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を

徹
底
す
る
と
と
も
に
社
員
を
プ
ロ
集
団

化
し
、
コ
ス
ト
削
減
や
業
務
プ
ロ
セ
ス
の

改
革
の
徹
底
が
求
め
ら
れ
る
。

そ
れ
で
は
、
東
日
本
大
震
災
前
後
の

状
況
に
つ
い
て
、
ま
ず
は
テ
レ
ワ
ー
ク

の
実
施
状
況
か
ら
み
て
い
き
た
い
。

テ
レ
ワ
ー
ク
の
実
施
状
況
（
3
・
11

震
災
前
〜
発
生
か
ら
1
カ
月
以
降
）

勤
務
先
企
業
の
テ
レ
ワ
ー
ク
の
実
施

状
況
に
つ
い
て
テ
レ
ワ
ー
ク
の
開
始
時

期
を
、「
震
災
以
前
」、「
震
災
直
後（
発
生

か
ら
1
カ
月
位
ま
で
）」、「
震
災
後（
発
生
か

ら
1
カ
月
位
以
降
）」
の
3
つ
の
期
間
別

に
分
類
し
て
尋
ね
た
（
図
表
2
上
）。

そ
の
結
果
、
震
災
以
前
か
ら
制
度
を

整
備
し
て
、
テ
レ
ワ
ー
ク
を
実
施
し
て

い
る
企
業
は
10
・
6
％
、
上
司
や
個
人

の
裁
量
で
実
施
し
て
い
る
企
業
は
3
・

2
％
と
、
合
わ
せ
た
実
施
率
は
13
・
8

％
で
あ
っ
た
。

テ
レ
ワ
ー
ク
の
実
施
率
は
、
震
災

直
後
か
ら
徐
々
に
増
加
し
、「
震
災
直

図表 1：柔軟なワークスタイルの実践の意義

出所：NTTデータ経営研究所にて作成

大幅な電力削減

◆少子高齢社会への対応
◆都市部への人口集中の緩和
◆地球環境保全
◆雇用創出、地域活性化

（ピークロードを昨年比 15%以上減）

社会課題への対応
事業継続性の確保
◆組織のプロ集団化
◆優秀な人材の確保
◆営業効率の向上
◆コスト削減
◆業務プロセスの改革

企業の存続・成長

最優先：安全・安心の確保
◆自己実現
◆スキル・能力の発揮
◆ワーク・ライフ・バランス、家族、職場の同僚、友人との絆の強化
◆ストレスフリー、フレキシビリティ
◆防災、減災

個人の豊かな生活

柔軟なワークスタイル（例）
場所のシフト 勤務時間のシフト 働きやすい服装 ITの徹底活用

◆テレワーク ◆サマータイム制
◆短時間勤務の増加
◆有給休暇の取得促進、休暇の増加
◆輪番休業・勤務日の変更

◆リモートの執務環境の強化
（オンラインミーティングの拡充等）
◆クラウド環境の整備
◆安否確認・プレゼンス管理の徹底
◆私物 IT機器の有効活用
（BYOD：Bring Your Own Device）◆フリーアドレス

在宅勤務
サテライトオフィス、スポットオフィ
ス勤務
モバイルワーク

ー
ー

ー

◆スーパークールビズ（節電ビズ）

◆ノーネクタイ
◆ノージャケット

アロハシャツ、かりゆし、ポロシャツ
ジーンズ、短パン
サンダル、スリッパ

ー
ー
ー

持続可能な
個人・企業・社会

※2：在宅勤務をはじめとする「ICT(情報通信技術)を活用した場所や時間にとらわれない柔軟な働き方」とする。
モバイルワークやサテライトオフィス勤務等も含む。
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後
（
発
生
か
ら
1
カ
月
位
ま
で
）」
に

実
施
し
た
割
合
は
合
計
で
3
・
8
％
、「
震
災

後
1
カ
月
以
降
か
ら
」
実
施
し
た
割
合

は
同
2
・
5
％
と
な
り
、
合
わ
せ
た
テ

レ
ワ
ー
ク
実
施
率
は
2
割
に
達
し
た
。

従
業
員
規
模
が
大
き
く
な
る
ほ
ど
実

施
率
は
高
く
、
5
0
0
人
以
上
の
企
業

で
は
2
割
を
超
え
、
5,
0
0
0
人
以
上

の
企
業
は
3
割
弱
（
28
・
0
％
）
を
占

め
る
。

業
種
別
で
は
通
信
・
メ
デ
ィ
ア
業

（
40
・
4
％
）、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
・
情
報

サ
ー
ビ
ス
業
（
33
・
0
％
）
で
高
く
、
製

造
業
（
21
・
8
％
）、
流
通
・
商
業
（
20
・

2
％
）
で
も
2
割
を
超
え
て
い
る
。
ま

た
、
外
資
系
企
業
は
45
・
0
％
と
日
系

企
業
の
13
・
1
％
を
大
き
く
上
回
っ
て

い
る
。
な
お
、
震
災
以
前
か
ら
実
施
し

て
い
る
外
資
系
企
業
は
約
3
割
で
あ
っ

た
。震

災
直
後
の
計
画
停
電
や
交
通
混
雑

な
ど
の
状
況
下
に
お
け
る
テ
レ
ワ
ー
ク

の
実
施
状
況
に
つ
い
て
は
、「
全
く
支

障
な
く
実
施
で
き
た
」（
19
・
7
％
）

と
「
ほ
と
ん
ど
支
障
な
く
実
施
で
き
た
」

（
51
・
7
％
）
を
合
わ
せ
た
割
合
は
7

割
を
超
え
て
い
る
（
図
表
2

下
）。

震
災
以
前
か
ら
す
で
に
実
施
し
て
い

た
企
業
に
お
い
て
、「
支
障
な
く
実
施

で
き
た
」
と
回
答
し
た
割
合
は
よ
り
高

く
、
平
常
時
に
テ
レ
ワ
ー
ク
を
実
施
す

る
こ
と
が
、
震
災
等
の
有
事
に
有
効
に

役
立
つ
こ
と
が
示
唆
さ
れ
る
。

一
方
、
テ
レ
ワ
ー
ク
が
実
施
で
き

な
か
っ
た
理
由
は
、「
通
信
回
線
が
う

ま
く
つ
な
が
ら
な
か
っ
た
」
が
最
も
多

く
4
割
以
上
を
占
め
（
45
・
1
％
）、

次
い
で
「
停
電
し
て
い
た
」
が
4
割

弱
（
37
・
3
％
）
と
続
く
（
図
表
省
略
）。

さ
ら
に
、
夏
場
の
節
電
、
ピ
ー
ク
時

の
電
力
削
減
や
今
後
の
震
災
へ
の
備
え

と
し
て
、
テ
レ
ワ
ー
ク
な
ど
柔
軟
な

ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル
を
実
施
す
る
必
要
性

に
つ
い
て
尋
ね
た
と
こ
ろ
、「
必
要
性

を
非
常
に
感
じ
る
」（
10
・
1
％
）、

「
必
要
性
を
ま
あ
感
じ
る
」（
42
・
1
％
）

を
合
わ
せ
た
割
合
は
5
割
を
超
え
た
。

企業に広がる柔軟な働き方：東日本大震災後のワークスタイル変革

図表 2：テレワークの実施率、実施状況と必要性

出所：NTTデータ経営研究所にて作成

※各カテゴリーの数値は、小数点以下第２位を四捨五入して算出しているため、合計した場合は 20％を超える。

震災以前から実施

全体
（N=1,015）

震災直後から実施 震災後１カ月以降から実施

3.11 の震災後
（発生から１カ
月位以降）か
ら職場の上司
や個人の裁量
で実施してい
る

テレワーク
未実施率

3.11 の震災後
（発生から１カ
月位以降）に
制度（試行実
験も含む）を
整備し、実施
している

3.11 の震災直
後（発生から
１カ月位まで）
に職場の上司
や個人の裁量
で実施してい
る

3.11 の震災直
後（発生から
１カ月位まで）
に制度（試行
実験も含む）
を整備し、実
施している

3.11 の震災以
前から職場の
上司や個人の
裁量で実施し
ている

3.11 の震災以
前から制度（試
行実験も含む）
を整備し、実
施している

（3.11 震災直後の停電や交通混雑な
どの状況下における）
テレワークの実施状況

全く
支障なく
実施できた

ほとんど
支障なく
実施できた

ほとんど
実施できな
かった

全く
実施できな
かった

N=178

テレワークなど柔軟なワークスタ
イルの必要性

必要性を
非常に
感じる

必要性を
まあ
感じる

必要性を
あまり
感じない

必要性を
全く
感じない

N=1,015

10.6% 3.2% 2.0% 1.8% 1.7% 0.8% 80%

23.6%5.1% 51.7% 19.7%

13.4% 34.4% 42.1% 10.1%

支障なく
実施できた計

必要性を
感じる計

71.4％

13.8% 3.8%

テレワーク実施率20.0%

2.5% ＝6.3％

52.2％

※
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「
必
要
性
を
感
じ
る
」
割
合
は
5,
0
0

0
人
以
上
の
企
業
で
は
6
割
を
超
え
、

外
資
系
企
業
に
お
い
て
も
6
割
以
上

（
61
・
4
％
）
が
「
必
要
性
を
感
じ
る
」

と
回
答
。
さ
ら
に
テ
レ
ワ
ー
ク
実
施
企

業
で
は
75
・
9
％
を
占
め
、
テ
レ
ワ
ー

ク
未
実
施
企
業
の
46
・
3
％
を
大
き
く

上
回
っ
た
。

図
表
3
は
、
夏
場
に
向
け
た
各
社
の

柔
軟
な
ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル
の
事
例
で
あ

る
。
こ
れ
ら
を
み
る
と
、
震
災
前
か
ら

テ
レ
ワ
ー
ク
を
制
度
と
し
て
導
入
し
て

い
る
企
業
が
中
心
と
な
っ
て
お
り
、
対

象
者
の
拡
大
や
規
程
の
緩
和
な
ど
の
取

り
組
み
が
み
ら
れ
る
。
そ
し
て
、
テ
レ

ワ
ー
ク
は
単
独
実
施
す
る
の
で
は
な

く
、
ス
ー
パ
ー
ク
ー
ル
ビ
ズ
を
は
じ
め

と
し
て
、
輪
番
休
業
や
オ
フ
ィ
ス
閉
鎖
、

フ
リ
ー
ア
ド
レ
ス
な
ど
と
組
み
合
わ
せ

て
行
う
傾
向
が
み
ら
れ
る
。

テ
レ
ワ
ー
ク
の
効
用
実
感
、
災
害
時

の
遂
行
方
法
は
、
実
施
し
て
は
じ
め
て

確
認
で
き
る
。
ま
だ
着
手
し
て
い
な
い

企
業
は
早
急
に
リ
モ
ー
ト
で
の
執
務
環

境
を
整
備
し
、
テ
レ
ワ
ー
ク
実
施
の
試

行
を
行
う
こ
と
が
求
め
ら
れ
よ
う
。

夏
場
の
電
力
削
減
策
に
お
け
る
ワ
ー

ク
ス
タ
イ
ル
変
革
の
役
割

東
日
本
大
震
災
と
福
島
第
一
原
子
力

発
電
所
事
故
に
伴
い
、
2
0
1
1
年
夏

期
は
節
電
が
必
須
の
状
況
と
な
っ
て
い

る
。
東
京
電
力
・
東
北
電
力
管
内
で
は
、

7
〜
9
月
の
平
日
9
時
か
ら
20
時
に
電

力
需
要
抑
制
率
15
％
が
目
標
と
さ
れ
て

い
る
。
ま
た
電
力
抑
制
量
の
目
標
は
大

企業名 特徴

NTT（持株会社）
スタッフ部門約300名が毎日在宅勤務を実施。夏期期間中の半日在宅勤務。始業時間を1時間早め、フロ
ア単位で午前、午後の在宅勤務。

NTTコミュニケーションズ
事業継続上の核要員（最大1,000名）に対し、クラウドのデスクトップ、仮想化サービス、WEB会
議サービス等を活用した在宅勤務を実施。約85,000名に拡大予定。

NTTデータ
夏季連続休暇の奨励、空調温度28度、LED導入。オフィスの輪番操業（週1回かつ1週間連続のフロア不
使用）。すでに実施している在宅勤務制度を、新入社員等に対象者を拡大。実施日（上限月8回）の一時
的緩和を実施。

KDDI
在宅勤務とサマータイムを組み合わせて始業時間を1-2時間早め、午後は在宅勤務を実施。終日在宅勤務
を含め、本社ビル4,500名の4割に導入。

ソフトバンクグループ
7月～9月22日まで、3,000人規模で社員が交代で在宅勤務やサマータイム勤務を実施。オフィスの30％
を閉鎖。在宅勤務を実現するシステムは、仮想デスクトップサービス「ホワイトクラウドデスクトッ
プサービス」を利用。

帝人 東京本社、東京電力管内の事業所・研究所の全職員（約2,000名）を対象にテレワーク勤務を拡大。

日本IBM
7月よりオフィスの一部を閉鎖。もともと導入していたフリーアドレス制で対応。自宅勤務の同僚とはテ
レビ会議やチャットで会話が可能。5月よりスーパークールビズも導入。

日本オラクル 日常的に運用している在宅勤務制度を活用。場所に依存しないデスクトップ環境。

日本HP
東京電力管内の本社や主要拠点対象に、在宅勤務制度の回数制限（週2回、月8回）を取り払い在宅勤務
制度を拡充。情報セキュリティ管理のもとで、自宅以外の勤務場所も可能。ポロシャツ、ウォーキン
グシューズなどスーパークールビズを導入。

日本マクドナルド
7月より本社勤務の約6割の社員に週1回以上の在宅勤務を許可。PCの自宅持ち帰りとともに電話会議な
ども実施。

日本ユニシス 全社員を対象に、リモートアクセス用のUSB型認証キーを配布し、テレワーク環境を整備。

パナソニック
全国17拠点に設けられたスポットオフィスの利用、自宅・出張先等の場所と時間を問わないWeb会議を
利用。

日立
7月から9月まで東京電力と東北電力管内で休日輪番、夏季休暇の分散を実施。総合職に限定していた在
宅勤務制度の対象を社員全体に拡大。1日単位から取得できる育児・介護休職制度など、既存の各種制度
の積極的な活用を推進。

ファイザー
本社ビル2,200名を対象。7月から9月22日の毎日、輪番でフロアを一部閉鎖。当該フロア社員は在宅勤
務を実施。その他19時退社を徹底してオフィススペースの使用を禁止。会議室の利用を18時以降禁止。
ポロシャツやチノパンなどオフィス・ドレスコードを緩和。

三井金属
本社オフィスの社員対象に、今夏のピーク電力25％削減を目標に、長期の一斉休暇を実施。その他の期
間は本社を5ブロックにわけ、週3日程度、空調を輪番で停止。その間本社内フリースペース、サテライ
トオフィス、在宅勤務でトライアルを実施。スーパークールビズも実施。

出所：総務省、日本テレワーク協会など各種公開資料等によりNTTデータ経営研究所にて作成

図表3：夏場に向けた各社の柔軟なワークスタイルの事例（敬称略、50音順）
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口
需
要
家
・
小
口
需
要
家
・
家
庭
部
門

等
の
区
別
な
く
設
定
さ
れ
て
い
る
（
経

済
産
業
省
「
夏
期
の
電
力
需
給
対
策

に
つ
い
て
」)

。

社
会
に
お
け
る
省
エ
ネ
を
促
進
す
る

上
で
、
昨
今
「
グ
リ
ー
ン
I
T
」
の
重

要
性
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
グ
リ
ー
ン

I
T
推
進
協
議
会
は
、
社
会
に
お
い
て

I
T
を
活
用
す
る
こ
と
に
よ
る
省
エ

ネ（
「
グ
リ
ー
ン
b
y

I
T
」）
の
ポ

テ
ン
シ
ャ
ル
を
試
算
し
、貢
献
ポ
テ
ン

シ
ャ
ル
が
極
め
て
大
き
い
と
指
摘
し

て
い
る
（「
グ
リ
ー
ン
I
T
推
進
協
議
会

調
査
分
析
委
員
会
報
告
書
」
2
0
0
9

年
度
版
、
2
0
1
0
年
度
版
）。
そ
し
て
、

I
T
活
用
の
具
体
例
と
し
て
テ
レ
ワ
ー

ク
に
よ
る
省
エ
ネ
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
の
性

質
を
調
べ
、
①
テ
レ
ワ
ー
ク
導
入
に
よ

る
省
エ
ネ
効
果
を
顕
在
化
す
る
た
め

に
は
、
オ
フ
ィ
ス
使
用
面
積
の
削
減
等

の
追
加
施
策
が
必
要
な
場
合
が
あ
り
う

る
こ
と
、
②
テ
レ
ワ
ー
ク
導
入
に
伴
う

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
の
増
減
に
は
空
間

的
広
が
り
が
あ
り
、
あ
る
場
所
で
削
減

さ
れ
る
一
方
で
、
別
の
場
所
で
は
増
加

す
る
場
合
も
あ
る
こ
と
、
な
ど
を
示
し

て
い
る
。

そ
こ
で
、
夏
場
の
節
電
対
策
検
討
状

況
と
、
テ
レ
ワ
ー
ク
等
柔
軟
な
ワ
ー
ク

ス
タ
イ
ル
が
関
係
す
る
施
策
の
役
割
、

そ
れ
ら
が
ど
の
よ
う
な
形
で
実
際
の
節

電
に
結
び
つ
い
て
い
る
か
を
分
析
し
た
。

ま
ず
、
東
京
電
力
・
東
北
電
力
管
内

に
事
業
所
を
持
つ
企
業
に
こ
の
夏
の
節

電
目
標
と
施
策
の
検
討
状
況
を
尋
ね
た
。

全
社
的
な
節
電
目
標
の
分
布
を
み
る

と
、「
10
％
以
上
15
％
未
満
」（
27
・
5

％
）、「
15
％
以
上
20
％
未
満
」（
37
・
6
％
）

が
多
く
、
6
割
以
上
の
企
業
が
15
％
前

後
の
節
電
を
目
標
と
し
て
い
た
（
図
表

省
略
）。

節
電
目
標
や
施
策
の
検
討
状
況
に
は

従
業
員
規
模
に
よ
る
差
が
大
き
く
み
ら

れ
、
従
業
員
数
5,
0
0
0
人
以
上
の
企

業
で
は
節
電
目
標
10
％
以
上
の
企
業
数

が
88
・
2
％
と
な
る
の
に
対
し
、
従
業

員
数
が
99
人
以
下
の
企
業
で
は
節
電
目

標
10
％
以
下
の
企
業
が
半
数
を
超
え
て

い
る
。
節
電
対
策
と
節
電
効
果
の
検
討

状
況
に
つ
い
て
も
従
業
員
数
が
少
な
い

企
業
で
は
、
取
り
組
み
の
遅
れ
が
見
ら

れ
て
い
る
。

次
に
、
オ
フ
ィ
ス
に
お
け
る
節
電
目

標
、
節
電
施
策
を
実
施
し
た
時
に
期

待
さ
れ
る
オ
フ
ィ
ス
使
用
面
積
の
削

減
量
、
オ
フ
ィ
ス
で
勤
務
す
る
従
業
員

の
減
少
量
を
、
テ
レ
ワ
ー
ク
実
施
企
業
・

未
実
施
企
業
と
で
比
較
し
た（
図
表
4
）。

節
電
目
標
に
つ
い
て
は
、
実
施
企

業
の
ほ
う
が
削
減
率
の
高
い
企
業
の

割
合
が
高
い
。
オ
フ
ィ
ス
使
用
面
積

と
オ
フ
ィ
ス
で
勤
務
す
る
従
業
員

数
は
、
「
減
少
し
な
い
」
と
す
る
回
答

が
最
多
で
あ
る
が
、
こ
れ
は
働
き
方
の

変
更
を
伴
わ
な
い
空
調
設
定
の
変
更
や

省
エ
ネ
機
器
の
導
入
が
施
策
と
し
て
最

も
多
い
た
め
で
あ
る
（
後
述
。
図
表
5
）。

テ
レ
ワ
ー
ク
実
施
企
業
と
未
実
施
企
業

の
比
較
で
は
、
実
施
企
業
は
減
少
率
が

高
い
傾
向
が
み
ら
れ
る
。

さ
ら
に
、
各
カ
テ
ゴ
リ
ー
で
中
央
値

を
仮
定
し
て
、
節
電
目
標
、
オ
フ
ィ
ス

使
用
面
積
の
削
減
量
、
勤
務
従
業
員
数

の
減
少
量
の
平
均
値
を
計
算
し
た
と
こ

ろ
、
節
電
目
標
に
つ
い
て
は
、
テ
レ

ワ
ー
ク
未
実
施
企
業
が
約
12
％
に
対
し

実
施
企
業
で
約
17
％
、
オ
フ
ィ
ス
使
用

面
積
削
減
量
に
つ
い
て
は
、
テ
レ
ワ
ー

ク
未
実
施
企
業
で
約
2
％
に
対
し
実
施

企
業
で
約
7
％
、
勤
務
従
業
員
数
減
少

量
に
つ
い
て
は
、
テ
レ
ワ
ー
ク
未
実
施

企
業
で
約
7
％
に
対
し
実
施
企
業
で
約

12
％
と
、
い
ず
れ
も
5
％
程
度
の
差
が

み
ら
れ
る
。
テ
レ
ワ
ー
ク
実
施
企
業
で

は
、
勤
務
従
業
員
数
が
減
少
し
オ
フ
ィ

ス
使
用
面
積
が
削
減
さ
れ
る
こ
と
が
、

企業に広がる柔軟な働き方：東日本大震災後のワークスタイル変革
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よ
り
高
い
節
電
目

標
に
つ
な
が
っ
て

い
る
と
考
え
ら
れ

る
。さ

ら
に
具
体
的

な
節
電
施
策
に
つ

い
て
、
全
体
、
テ

レ
ワ
ー
ク
実
施
企

業
、
未
実
施
企
業

で
そ
れ
ぞ
れ
の
検

討
状
況
を
み
た
（
図

表
5
）。

全
体
、
テ
レ
ワ
ー

ク
実
施
企
業
と
未

実
施
企
業
の
い
ず

れ
に
お
い
て
も
、

実
施
率
が
最
も
高

い
の
は
「
ク
ー
ル

ビ
ズ
の
導
入
・
拡

充
」、
続
い
て
「
所

定
外
労
働
の
削
減

の
徹
底
」
で
あ
る
。

「
省
電
力
機
器
・
設

備
の
拡
充
」
で
は
、

テ
レ
ワ
ー
ク
実
施

企
業
、
未
実
施
企

業
で
差
は
見
ら
れ

な
い
。

し
か
し
、
働
き

方
の
変
更
を
伴
う
対
策
の
多
く
の
検

討
率
に
大
き
な
差
が
み
ら
れ
る
。「
テ

レ
ワ
ー
ク
実
施
の
導
入
・
拡
充
」
は
当
然

だ
が
、
例
え
ば
「
サ
マ
ー
タ
イ
ム
制
等
の

導
入
」（
実
施
19
・
7
％
、
未
実
施
8
・

5
％
）、「
オ
フ
ィ
ス
の
部
分
的
閉
鎖
」

（
実
施
17
・
7
％
、
未
実
施
6
・
4
％
）

な
ど
、
勤
務
時
間
や
勤
務
場
所
の
柔

軟
化
が
必
要
な
対
策
で
テ
レ
ワ
ー
ク

実
施
企
業
の
検
討
率
が
特
に
高
く
現

れ
て
い
る
。

こ
の
こ
と
は
、
テ
レ
ワ
ー
ク
導
入
の

有
無
と
働
き
方
の
変
更
を
伴
う
施
策
の

導
入
し
や
す
さ
に
強
い
関
連
が
あ
る
こ

と
を
示
唆
し
て
い
る
。

以
上
の
結
果
か
ら
、
テ
レ
ワ
ー
ク
が

よ
り
高
い
節
電
目
標
検
討
に
寄
与
し
て

い
る
構
造
を
推
測
す
る
こ
と
が
で
き

る
。
節
電
目
標
と
し
て
取
り
組
み
や
す

い
「
ク
ー
ル
ビ
ズ
の
浸
透
（
お
そ
ら

く
空
調
設
定
の
変
更
）」、「
残
業
削

減
」「
照
明
の
間
引
き
、
省
エ
ネ
機
器

へ
の
更
新
」
等
の
施
策
は
、
テ
レ
ワ
ー

ク
の
実
施
・
未
実
施
に
か
か
わ
ら
ず
広

く
検
討
さ
れ
て
い
る
。
テ
レ
ワ
ー
ク
実

施
企
業
で
は
、
さ
ら
に
、
業
種
等
の
特

性
を
考
慮
し
た
上
で
勤
務
時
間
や
休

日
の
シ
フ
ト
を
伴
う
施
策
を
追
加
し
、

オ
フ
ィ
ス
ス
ペ
ー
ス
の
使
用
面
積
削

図表 4：夏場に向けて設定したオフィスの節電目標と従業員減少率、使用フロア削減率

出所：NTTデータ経営研究所にて作成
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減
を
通
し
て
5
％
程
度
の
削
減
目
標

積
み
増
し
を
検
討
し
て
い
る
と
考
え

ら
れ
る
。

言
い
か
え
る
と
、
テ
レ
ワ
ー
ク
が
可

能
に
す
る
柔
軟
な
働
き
方
は
、
企
業
が

多
様
な
選
択
肢
か
ら
節
電
施
策
を
選

び
、
よ
り
高
い
節
電
目
標
を
検
討
す
る

こ
と
を
可
能
な
ら
し
め
て
い
る
と
考
え

ら
れ
る
。

柔
軟
な
ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル
実
現
に
有

効
な
I
T
の
活
用
策

テ
レ
ワ
ー
ク
を
は
じ
め
と
す
る
柔
軟

な
ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル
を
実
現
す
る
た
め

に
は
、
I
T
の
活
用
が
重
要
な
鍵
と
な

る
こ
と
は
言
を
ま
た
な
い
。
図
表
6
は
、

柔
軟
な
ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル
実
現
に
資
す

る
と
考
え
ら
れ
る
I
T
関
連
施
策
の
実

施
率
を
横
軸
に
、
施
策
の
有
効
性
（「
非

常
に
有
効
で
あ
る
」
と
「
ま
あ
有
効
で

あ
る
」
を
合
計
し
た
比
率
）
を
縦
軸
に

と
っ
て
双
方
の
関
係
を
示
し
た
も
の
で

あ
る
。
概
お
お
む

ね
実
施
率
が
高
い
施
策

は
有
効
性
も
高
い
傾
向
が
あ
る
。
特

に
「
オ
フ
ィ
ス
の
ペ
ー
パ
ー
レ
ス
化
」、

「
知
識
・
情
報
共
有
（
ナ
レ
ッ
ジ
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
等
）
の
仕
組
み
お
よ
び
環
境

の
整
備
」、「
社
員
の
所
在
（
安
否
）
確

認
シ
ス
テ
ム
、
プ
レ
ゼ
ン
ス
管
理
な
ど

勤
務
状
況
確
認
の
仕
組
み
お
よ
び
環
境

の
整
備
」、「
テ
レ
ビ
会
議
、
W
E
B
会

議
、
電
話
会
議
等
の
利
用
」
に
つ
い
て

は
、
実
施
率
、
有
効
性
と
も
に
全
施
策

の
平
均
値
を
大
き
く
上
回
っ
て
い
る
。

I
T
関
連
施
策
の
実
施
状
況
に
つ
い

て
、
テ
レ
ワ
ー
ク
実
施
企
業
と
、
未
実

企業に広がる柔軟な働き方：東日本大震災後のワークスタイル変革

図表 5：夏場の節電、ピーク時の電力削減対策の検討状況

出所：NTTデータ経営研究所にて作成

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

クールビズの導入・拡充

所定外労働の削減の徹底（ノー残業デーの設置・拡充など）

勤務日や休日のシフト（土日以外も休日とするなどの輪番休業）

テレワークの導入・拡充

（特定のフロアなど）オフィスの部分的閉鎖

夏季連続休暇の増加

有給休暇の取得促進

オフィス（事業所）全体の閉鎖

短時間勤務の実施

ボランティア休暇、リフレッシュ休暇などの特別休暇の取得促進

フリーアドレスの導入・拡充

支社・支店などスポットオフィスの導入・拡大

オフィス（事業所）の東京電力・東北電力管外への移転

その他

上記の施策はいずれも検討していない

わからない

照明器具の LEDの利用など省電力機器・設備の拡充

出勤、退社を早める勤務時間のシフト
（サマータイム制等などの導入）

勤務時間のシフト
（夜間勤務など上記以外のピーク時削減を考慮した勤務時間の設定）

IT、情報システムを社外または
東京・東北電力管外のデータセンターに移設

テレワーク未実施企業 (N=812)

全体 (N=1,015)

テレワーク実施企業 (N=203)
テレワーク実施企業における検
討率がテレワーク未実施企業の
2倍以上である対策

54.3%
54.1%
55.2%

10.0%
8.6%

15.3%
10.5%
9.6%

14.3%
6.5%

5.0%
12.3%

7.1%
5.8%

12.3%
11.6%
11.8%
10.8%

4.3%
2.8%

10.3%
2.2%

0.7%
7.9%

4.3%
3.4%

7.9%
1.9%
0.9%

5.9%
0.9%
0.7%
1.5%
0.8%
0.7%
1.0%

3.8%
3.6%
4.9%

9.7%
11.8%

1.0%

14.5%
14.8%

13.3%

8.7%
6.4%

17.7%

23.3%
23.6%

21.7%
10.7%

8.5%
19.7%

4.7%
0.2%

22.7%

16.4%
14.5%

23.6%

25.3%
24.1%

30.0%

就業者一人一人の使用スペース単位で局所的に
オン・オフできる照明（タスクアンビエント照明等）の導入
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施
企
業
で
比
較
す
る
と
、
全
体
的
に
み

て
実
施
率
が
高
い
施
策
と
し
て
は
「
テ

レ
ビ
会
議
、
W
E
B
会
議
、
電
話
会
議

等
の
利
用
」（
テ
レ
ワ
ー
ク
実
施
企

業
69
・
5
％
、
未
実
施
企
業
41
・
6
％
）、

「
社
員
の
所
在
（
安
否
）
確
認
シ
ス
テ

ム
、
プ
レ
ゼ
ン
ス
管
理
な
ど
勤
務
状

況
確
認
の
仕
組
み
お
よ
び
環
境
の
整

備
」（
同
57
・
1
％
、
29
・
3
％
）、「
知

識
・
情
報
共
有
（
ナ
レ
ッ
ジ
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
等
）
の
仕
組
み
お
よ
び
環
境

の
整
備
」（
同
54
・
7
％
、
28
・
7
％
）、

「
オ
フ
ィ
ス
の
ペ
ー
パ
ー
レ
ス
化
」（
同

51
・
2
％
、
36
・
9
％
）
と
す
べ
て
の

施
策
に
お
い
て
、
テ
レ
ワ
ー
ク
実
施
企

業
が
未
実
施
企
業
を
大
幅
に
上
回
っ
て

い
る
。
加
え
て
実
施
状
況
の
差
が
目
立

っ
た
施
策
は
、「
テ
レ
ワ
ー
ク
等
を
開

始
・
拡
充
す
る
た
め
の
情
報
セ
キ
ュ

リ
テ
ィ
関
連
の
ポ
リ
シ
ー
、
ル
ー
ル
等

の
見
直
し
」（
40
・
9
ポ
イ
ン
ト※
３

）、「
会

社
が
準
備
し
た
P
C
、携
帯
端
末
、ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
回
線
等
を
利
用
し
た
自
席
以
外

（
サ
テ
ラ
イ
ト
オ
フ
ィ
ス
、
自
宅
等
）

で
の
勤
務
」（
35
・
3
ポ
イ
ン
ト
）
と
い

う
結
果
も
得
ら
れ
て
い
る
。

さ
ら
に
テ
レ
ワ
ー
ク
実
施
企
業
に
つ

い
て
日
系
・
外
資
系
企
業
別
に
施
策
の

※3：「テレワーク実施企業の施策実施割合　－　テレワーク未実施企業の施策実施割合」で評価した。

図表 6：施策の実施率と有効性　（N＝1,015）

出所：NTTデータ経営研究所にて作成

オフィスのペーパーレス化
（39.8％、74.4％）

知識・情報共有
（ナレッジマネジメント等）
の仕組みおよび環境の整備

(33.9%、75.1％)

社員の所在（安否）確認システム、
プレゼンス管理など勤務状況確認

の仕組みおよび環境の整備
（34.9％、70.0％）

テレワーク等を開始・拡充するための
情報セキュリティ関連のポリシー、ルール等の見直し

スマートフォン、タブレット端末、スレート端末等、多様な IT 機器の利用

テレビ会議、WEB会議、
電話会議等の利用
（47.2％、70.9％）

メッセンジャー、チャットツールの利用

社内SNS、独自wiki 等、社内のソーシャルメディアの利用

mixi、Google、Twitter、Facebook 等、外部のソーシャルメディアの利用

プライベートクラウドとして提供されているメール、
グループウェア、業務システム・アプリケーションの利用

Gmail、Google カレンダー、
Skype、Evernote 等、
外部のパブリック

クラウドサービスの利用

会社が準備したPC、携帯端末、ネットワーク回線等を
利用した自席以外（サテライトオフィス、自宅等）での勤務

会社が準備したシンクライアント端末、
携帯端末、ネットワーク回線等を利用した

自席以外（サテライトオフィス、
自宅等）での勤務

個人所有のPC、携帯端末、
ネットワーク回線等を利用した
自席以外（サテライトオフィス、

自宅等）での勤務

80%
平均：19.5%

平均：57.6%

30%
0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

35%

40%

45%

50%

55%

60%

65%

70%

75%

施
策
の
有
効
性

施策の実施率

4施策は実施率のみならず有効性も高い

4 施策の（）内は実施率、有効性の順
「施策の実施率」は回答企業 1,015 社全体に対する比率
「施策の有効性」は、柔軟なワークスタイル実現のための各施策に対する回答のうち、「特に有効である」と「まあ有効である」を合計した値の比率

*
*
*
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実
施
状
況
を
分
析
し
た
と
こ
ろ
、
多
く

の
施
策
に
お
い
て
、
外
資
系
企
業
が
日

系
企
業
を
大
幅
に
上
回
っ
て
い
る
。
特

に
外
資
系
企
業
で
実
施
率
が
上
回
っ
て

い
る
施
策
は
、「
メ
ッ
セ
ン
ジ
ャ
ー
・

チ
ャ
ッ
ト
ツ
ー
ル
の
利
用
」（
34
・
4
ポ

イ
ン
ト
）、「
テ
レ
ビ
会
議
、
W
E
B
会

議
、
電
話
会
議
等
の
利
用
」（
26
・
1
ポ

イ
ン
ト
）、「
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
、
タ
ブ

レ
ッ
ト
端
末
、
ス
レ
ー
ト
端
末
等
、
多

様
な
I
T
機
器
の
利
用
」（
22
・
5
ポ
イ

ン
ト
）、「
個
人
所
有
の
P
C
、
携
帯
端

末
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
回
線
等
を
利
用
し

た
自
席
以
外
（
サ
テ
ラ
イ
ト
オ
フ
ィ
ス
、

自
宅
等
）
で
の
勤
務
」（
21
・
3
ポ
イ
ン

ト
）
で
あ
っ
た
。

個
人
所
有
の
I
T
機
器
・
イ
ン
フ
ラ
を

用
い
る
ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル
に
つ
い
て

は
、
昨
今
、
外
資
系
企
業
を
中
心

に
、
「
B
Y
O
D
（B

ring
Y
our

O
w
n

D
evice

）」
が
提
唱
さ
れ
日
本
に
お
い

て
も
今
夏
以
降
の
節
電
対
策
に
も
有
効

な
施
策
の
一
つ
と
し
て
、
急
速
に
注
目

を
集
め
て
い
る※
４

。

実
際
に
こ
れ
ら
の
施
策
と
と
も
に
以

前
か
ら
テ
レ
ワ
ー
ク
を
実
施
し
て
い
る

企
業
で
は
、
今
回
の
震
災
に
際
し
て
も

社
員
の
安
全
を
確
保
す
る
形
で
の
業
務

継
続
を
実
現
し
、
施
策
の
有
効
性
を
確

認
し
て
い
る
。
例
え
ば
、
日
本
ユ
ニ
シ

ス
は
B
C
P
と
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ

ラ
ン
ス
の
観
点
で
、
普
段
か
ら
ネ
ッ
ト

経
由
で
業
務
が
可
能
な
テ
レ
ワ
ー
ク
環

境
を
構
築
し
て
い
た
た
め
、
震
災
後
も

全
社
員
9,
6
0
0
人
の
う
ち
、
約
1,
7

0
0
人
が
テ
レ
ワ
ー
ク
で
業
務
を
継
続

し
た
と
の
こ
と
で
あ
る
（
日
本
経
済
新

聞
2
0
1
1
年
5
月
11
日
朝
刊
）。
ま
た
、

製
薬
会
社
の
ノ
バ
ル
テ
ィ
ス
フ
ァ
ー
マ

の
よ
う
に
、
2
0
0
9
年
か
ら
、
医
療

関
係
者
の
問
い
合
わ
せ
に
対
応
す
る

コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
の
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
を

対
象
に
在
宅
勤
務
が
可
能
な
制
度
を
導

入
し
て
い
た
と
こ
ろ
、
震
災
後
の
3

月
に
首
都
圏
で
実
施
さ
れ
た
大
規
模

計
画
停
電
の
際
に
も
、
震
災
絡
み
で

急
増
し
た
問
い
合
わ
せ
に
通
常
通
り

に
対
応
し
た
と
い
っ
た
事
例
も
存
在

す
る
（
日
経
情
報
ス
ト
ラ
テ
ジ
ー

事
例
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
）。

他
方
で
、
「
テ
レ
ワ
ー
ク
等
を
開

始
・
拡
充
す
る
た
め
の
情
報
セ
キ
ュ
リ

テ
ィ
関
連
の
ポ
リ
シ
ー
、
ル
ー
ル
等
の

見
直
し
」
の
有
効
性
に
つ
い
て
は
4
施

策
と
同
様
で
あ
る
が
、
実
施
率
に
つ
い

て
は
全
施
策
平
均
を
下
回
っ
て
お
り
、

実
施
の
困
難
さ
が
う
か
が
え
る
。

さ
ら
に
、
柔
軟
な
ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル

実
現
の
た
め
の
課
題
と
し
て
は
、「
施

策
費
用
の
確
保
」、「
施
策
推
進
す
る
た

め
の
知
識
、
技
術
を
も
っ
た
人
員
の
不

足
」、「
情
報
の
漏
え
い
、
改
ざ
ん
リ
ス

ク
へ
の
不
安
」
が
挙
が
っ
て
お
り
、
関

連
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
の
充
実
や
人
材
育

成
が
望
ま
れ
る
と
言
え
よ
う
。

柔
軟
な
ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル
実
現
に

向
け
て
求
め
ら
れ
る
組
織
環
境

柔
軟
な
ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル
実
現
に
向

け
て
必
要
と
考
え
ら
れ
る
組
織
環
境
に

つ
い
て
、
設
定
し
た
8
項
目
（
そ
の
他

を
含
む
）
の
中
か
ら
1
位
〜
3
位
で
優

先
順
位
を
尋
ね
た
と
こ
ろ
、
全
体
で
最

も
優
先
順
位
が
高
い
項
目
は
、「
会
社

と
社
員
が
相
互
に
信
頼
し
、
社
員
同
士

も
支
え
あ
う
組
織
文
化
を
創
る
」
で
、

1
位
〜
3
位
に
挙
げ
た
割
合
を
合
計
す

る
と
6
割
を
占
め
た
（
63
・
9
％
）（
図

表
省
略
）。

続
い
て
「
震
災
を
機
に
、
働
き
方
や

休
暇
の
取
得
（
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ

ラ
ン
ス
）
な
ど
、
仕
事
と
生
活
全
般
の

あ
り
方
を
見
直
す
機
運
を
高
め
、
環
境

企業に広がる柔軟な働き方：東日本大震災後のワークスタイル変革

※4：例えば『日経コンピュータ』2011年6月23日号では「私物解禁！今夏を乗り切る『一石五鳥』の情報化」といった特集が組まれ、
BYODの最新動向・事例、メリット、導入する際の注意点などが掲載されている。
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整
備
を
行
う
」（
同
57
・
1
％)

、「
都
市

や
地
域
を
問
わ
ず
、
自
分
が
住
み
た
い

地
域
で
暮
ら
し
、
仕
事
が
で
き
る
し
く

み
・
環
境
づ
く
り
を
行
う
」（
同
47
・
4

％
）
と
続
い
た
。
さ
ら
に
、
テ
レ
ワ
ー

ク
実
施
企
業
で
は
「
雇
用
と
い
う
形

態
に
捉
わ
れ
ず
、
I
T
活
用
等
に
よ

り
個
人
の
ス
キ
ル
と
仕
事
を
柔
軟
に

マ
ッ
チ
ン
グ
で
き
る
環
境
を
整
備
す
る
」

に
お
い
て
、
4
割
を
超
え
て
い
る
（
同

43
・
8
％
）。

テ
レ
ワ
ー
ク
実
施
企
業
を
柔
軟
な

ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル
の
先
進
企
業
と
す
る

な
ら
ば
、
先
進
企
業
で
は
、
個
人
の
ス

キ
ル
と
仕
事
を
マ
ッ
チ
ン
グ
す
る
環
境

の
整
備
や
、
雇
用
形
態
に
捉
わ
れ
な
い

自
由
で
柔
軟
な
企
業
と
個
人
の
関
係
構

築
に
対
す
る
ニ
ー
ズ
が
顕
在
化
し
て
い

る
と
も
言
え
よ
う
。

今
回
調
査
は
柔
軟
な
ワ
ー
ク
ス
タ

イ
ル
を
実
現
す
る
た
め
に
必
要
な
組

織
環
境
に
つ
い
て
尋
ね
た
も
の
で
は

あ
る
が
、
こ
れ
ら
の
結
果
か
ら
み
る
と
、

会
社
の
求
心
力
を
高
め
る
た
め
に
柔
軟

な
ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル
を
構
築
し
て
い
く

と
い
う
考
え
方
も
成
り
立
つ
の
で
は
な

い
か
と
思
わ
れ
る
。

柔
軟
な
ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル
実
現
に
向

け
て
求
め
ら
れ
る
社
員
の
ス
キ
ル
・

能
力一

方
、
柔
軟
な
ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル
実

現
に
は
、
組
織
環
境
の
整
備
だ
け
で
な

く
個
人
の
ス
キ
ル
・
能
力
も
求
め
ら
れ

る
。さ

ま
ざ
ま
な
ス
キ
ル
・
能
力
を
表
す

9
項
目
（
そ
の
他
を
含
む
）
に
つ
い
て
、

あ
て
は
ま
る
項
目
を
す
べ
て
挙
げ
て
も

ら
っ
た
と
こ
ろ
、
全
体
で
は
「
指
示
が

な
く
て
も
自
律
的
に
動
け
る
力
」（
62
・

7
％
）
が
最
も
支
持
率
が
高
く
、
次
い

で
「
自
分
一
人
で
タ
イ
ム
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
が
で
き
る
力
」（
50
・
4
％
）、「
主
体

的
に
周
囲
に
働
き
か
け
、
仕
事
を
進
め

る
こ
と
が
で
き
る
業
務
遂
行
力
」（
43
・

9
％
）
が
上
位
を
占
め
た
（
図
表
7
）。

さ
ら
に
、
管
理
職
（
事
業
部
長
、

部
長
、
課
長
N=
3
2
3
）
と
非
管
理

職
（
係
長
、
主
任
、
一
般
社
員
Ｎ
＝
6

5
8
）、
テ
レ
ワ
ー
ク
実
施
企
業
（
Ｎ
＝

2
0
3
）
と
未
実
施
企
業
（
Ｎ
＝
8
1
2
）

で
分
け
て
み
る
と
、
双
方
「
指
示
が
な

く
て
も
自
律
的
に
動
け
る
力
」
は
6
割

を
超
え
、
特
に
、
テ
レ
ワ
ー
ク
実
施
企

業
は
、
68
・
5
％
を
占
め
て
い
る
。

管
理
職
と
一
般
職
の
差
が
現
れ
る
項

目
と
し
て
「
管
理
職
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

ス
キ
ル
」
が
挙
げ
ら
れ
る
。
管
理
職
が

こ
れ
を
挙
げ
た
割
合
は
、
45
・
5
％
で

あ
り
、
一
般
職
の
39
・
2
％
を
大
き
く

超
え
て
い
る
。
管
理
職
を
細
分
化
し
て

み
る
と
、
特
に
事
業
部
長
・
部
長
ク
ラ

ス
に
お
い
て
、
52
・
3
％
が
こ
れ
を
支

持
し
て
い
る
（
図
表
省
略
）。

こ
こ
で
、「
指
示
が
な
く
て
も
自
律

的
に
動
け
る
力
」
を
育
成
す
る
フ
レ
ー

ム
と
し
て
、
目
標
設
定
で
よ
く
使
わ
れ

る
「
S
M
A
R
T
」
を
紹
介
し
た
い
。

SS
pecific

具
体
的
、
か
つ

MM
easurable

測
定
可
能
で

AA
ction-oriented

行
動
を
促
し

RR
elevant

意
味
が
あ
り
、

TT
im
e
lim
ited

明
確
な
達
成
期
限
が
あ
る
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管
理
職
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
ス
キ
ル

は
、
部
下
一
人
ひ
と
り
に
「
S
M
A
R

T
」
な
目
標
を
設
定
す
る
こ
と
で
、
指

示
が
な
く
て
も
自
律
的
に
動
け
る
優
秀

な
人
材
を
確
保
で
き
、
組
織
が
プ
ロ
集

団
化
し
う
る
の
で
は
な
い
か
と
考
え
ら

れ
る
。

図
表
7
に
お
い
て
、
テ
レ
ワ
ー
ク
実

施
企
業
で
「
多
様
な
メ
デ
ィ
ア
を
活
用

で
き
る
I
T
リ
テ
ラ
シ
ー
」
を
挙
げ
た

割
合
は
4
割
を
超
え
る
（
40
・
9
％
）。

そ
れ
以
外
の
項
目
で
も
、
テ
レ
ワ
ー
ク

実
施
企
業
は
全
体
的
に
あ
て
は
ま
る
と

し
た
割
合
が
高
い
。
テ
レ
ワ
ー
ク
を
実

施
す
る
上
で
は
、
高
い
個
人
の
ス
キ
ル

が
求
め
ら
れ
る
こ
と
を
実
感
し
て
い
る

結
果
と
言
え
る
。
テ
レ
ワ
ー
ク
を
推
進

す
る
た
め
に
は
、
い
わ
ゆ
る
プ
ロ
と
し

て
の
姿
勢
が
問
わ
れ
て
い
る
と
言
っ
て

も
過
言
で
は
な
い
。
つ
ま
り
、
テ
レ
ワ
ー

ク
を
推
進
す
る
こ
と
で
、
社
員
に
対
し

て
よ
り
個
人
の
ス
キ
ル
の
重
要
性
を
問

い
、
会
社
も
社
員
も
互
い
に
信
頼
し
あ

い
、
自
律
し
た
良
い
関
係
が
結
べ
る
の

か
も
し
れ
な
い
。

調
査
結
果
と
考
察
を
踏
ま
え
た
提
言

以
上
の
調
査
結
果
と
考
察
を
踏
ま

え
、
ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル
変
革
に
つ
い
て

の
提
言
を
以
下
に
ま
と
め
る
。

1.

平
常
時
の
テ
レ
ワ
ー
ク
の
有
効
性
を

確
認
し
、「
テ
レ
ワ
ー
ク
」
の
導
入

と
さ
ら
な
る
拡
充
を

テ
レ
ワ
ー
ク
は
こ
こ
数
年
、
ワ
ー

ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
の
施
策
と
し

て
、
あ
る
い
は
C
O
2

削
減
に
よ
る
地
球

温
暖
化
へ
の
対
応
と
し
て
、
そ
の
意
義

が
提
唱
さ
れ
て
き
た
。
一
昨
年
か
ら
は

新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
の
流
行
な
ど

パ
ン
デ
ミ
ッ
ク
対
策
、
企
業
の
危
機
管

理
策
と
し
て
の
側
面
が
確
認
さ
れ
つ
つ

あ
っ
た
。
し
か
し
な
が
ら
日
本
に
お
け

る
テ
レ
ワ
ー
ク
は
、
普
及
が
進
ん
で
い

な
い
状
況
が
続
い
て
い
る
。

今
回
調
査
に
よ
っ
て
、
東
日
本
大
震

災
後
、
企
業
に
お
け
る
テ
レ
ワ
ー
ク

の
実
施
率
が
徐
々
に
増
加
し
て
い
る

こ
と
、
ま
た
、
計
画
停
電
に
よ
る
交
通

混
乱
等
の
状
況
の
な
か
で
、
震
災
直
後

に
テ
レ
ワ
ー
ク
を
実
施
し
て
い
た
企
業

で
「
テ
レ
ワ
ー
ク
を
支
障
な
く
実
施
で

き
た
」
割
合
は
7
割
を
超
え
る
こ
と
が

確
認
さ
れ
た
。
特
に
震
災
以
前
か
ら
実

施
し
て
い
た
企
業
に
お
い
て
「
支
障
な

く
実
施
で
き
た
」
割
合
は
よ
り
高
い
。

ま
た
、
半
数
以
上
が
柔
軟
な
ワ
ー
ク
ス

タ
イ
ル
の
必
要
性
を
支
持
し
て
い
る
。

さ
ら
に
、
夏
場
の
電
力
削
減
に
向
け
て
、

す
で
に
テ
レ
ワ
ー
ク
環
境
を
整
備
し
て

い
る
企
業
は
、
対
象
者
の
拡
大
や
規
程

の
見
直
し
な
ど
、
大
胆
な
施
策
に
取
り

組
ん
で
い
る
。

平
常
時
に
テ
レ
ワ
ー
ク
を
実
施
す

る
こ
と
が
、
震
災
等
の
有
事
に
実

際
に
役
立
つ
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ

て
お
り
、
B
C
P
の
備
え
の
一
環
と

し
て
、
テ
レ
ワ
ー
ク
の
導
入
・
拡
充

を
一
層
す
す
め
る
こ
と
が
求
め
ら
れ

る
。

2.

注
目
さ
れ
る
、
テ
レ
ワ
ー
ク
の
さ
ま

ざ
ま
な
ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル
変
革
の
牽

引
機
能

テ
レ
ワ
ー
ク
実
施
企
業
の
節
電
目
標

は
未
実
施
企
業
と
比
較
し
て
高
く
、
節

電
施
策
を
実
施
し
た
際
に
予
想
さ
れ

る
オ
フ
ィ
ス
使
用
面
積
の
削
減
量
、

オ
フ
ィ
ス
で
勤
務
す
る
従
業
員
の
減

少
量
も
と
も
に
高
い
こ
と
が
確
認
さ

れ
た
。

企業に広がる柔軟な働き方：東日本大震災後のワークスタイル変革
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ま
た
、
テ
レ
ワ
ー
ク
実
施
企
業
は
、

サ
マ
ー
タ
イ
ム
な
ど
出
社
、
退
社
を
早

め
る
勤
務
時
間
の
シ
フ
ト
や
、
オ
フ
ィ

ス
の
部
分
的
閉
鎖
、
フ
リ
ー
ア
ド
レ
ス

な
ど
、
働
き
方
の
さ
ま
ざ
ま
な
変
革
に

着
手
で
き
て
い
る
。
言
い
か
え
る
と
、

テ
レ
ワ
ー
ク
の
実
施
に
よ
っ
て
、
企

業
は
多
様
な
選
択
肢
か
ら
節
電
施
策

を
選
択
し
、
よ
り
高
い
節
電
目
標
の

達
成
を
可
能
な
ら
し
め
て
い
る
と
考

え
ら
れ
る
。

3.

I
T
利
活
用
の
次
な
る
ス
テ
ー
ジ

の
萌
芽：

企
業
の
ワ
ー
ク
ス
タ
イ

ル
変
革
の
挑
戦
を
後
押
し
す
る
関

連
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
・
サ
ー
ビ
ス

の
改
善
と
普
及
を

柔
軟
な
ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル
実
現
に
向

け
て
「
テ
レ
ビ
会
議
、
W
E
B
会
議
、

電
話
会
議
等
の
利
用
」、「
社
員
の
所

在
（
安
否
）
確
認
シ
ス
テ
ム
、
プ
レ
ゼ

ン
ス
管
理
な
ど
勤
務
状
況
確
認
の
仕
組

み
お
よ
び
環
境
の
整
備
」、「
知
識
・
情

報
共
有
（
ナ
レ
ッ
ジ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
等
）

の
仕
組
み
お
よ
び
環
境
の
整
備
」、「
オ

フ
ィ
ス
の
ペ
ー
パ
ー
レ
ス
化
」
は
、
企

業
に
お
け
る
実
施
率
が
高
く
、
そ
の

有
効
性
が
高
く
評
価
さ
れ
て
い
る
ソ

図表 7：柔軟なワークスタイル実現に向けて求められる個人のスキル・能力

出所：NTTデータ経営研究所にて作成

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

テレワーク未実施企業 (N=812)

テレワーク実施企業 (N=203)

一般職 (N=658)

管理職（N=323）

全体 (N=1,015）

その他のスキル

多様なメディアを活用できる IT リテラシー

自分で心身のリフレッシュができる等のストレス耐性

多様なメディアを活用して
周囲と上手くコミュニケーションがとれる力

管理職のマネジメントスキル

上司や会社との信頼関係を重視し、
（周囲の目がなくても）会社の規定・

ルールやコンプライアンスを遵守する力

主体的に周囲に働きかけ、
仕事を進めることができる業務遂行力

自分一人でタイムマネジメントができる力

指示がなくても自律的に動ける力

62.7%
63.2%
62.5%

68.5%
61.2%

50.4%
51.7%

50.3%
56.2%

49.0%

43.9%

43.2%

42.7%

41.4%
43.3%

40.9%
43.8%

40.8%

40.8%
45.5%

39.2%
41.9%

40.5%

39.3%
38.7%
40.3%

42.9%
38.4%

37.3%

37.1%

29.5%

28.9%

26.6%

0.5%

0.4%

0.0%
0.6%
1.0%

40.9%

32.2%

35.9%
38.1%
38.4%

48.8%

46.7%



リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
・
サ
ー
ビ
ス
で
あ
る
。

ま
た
、
外
資
系
企
業
は
日
系
企
業
と

比
較
し
て
特
に
「
メ
ッ
セ
ン
ジ
ャ
ー
・

チ
ャ
ッ
ト
ツ
ー
ル
」、「
テ
レ
ビ
会
議
、

W
E
B
会
議
、
電
話
会
議
等
」、「
ス

マ
ー
ト
フ
ォ
ン
、
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
、

ス
レ
ー
ト
端
末
等
」、「
個
人
所
有
の
P

C
等
を
利
用
し
た
自
席
以
外
（
サ
テ

ラ
イ
ト
オ
フ
ィ
ス
、
自
宅
等
）
で
の
勤

務
」
の
実
施
率
が
高
い
。
昨
今
、
外
資

系
企
業
で
は
、「
B
Y
O
D
（B

ring

Y
our
O
w
n
D
evice

）」
が
提
唱
さ
れ
、

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
・
情
報
管
理
を
徹
底
し

た
上
で
の
、
私
物
の
I
T
デ
バ
イ
ス

・
イ
ン
フ
ラ
の
活
用
が
進
ん
で
い
る
。

個
人
が
使
い
な
れ
た
機
器
の
利
用
に
よ

り
企
業
は
追
加
投
資
が
軽
減
で
き
る
と

と
も
に
、
よ
り
高
い
生
産
性
が
期
待

で
き
る
。一
方
、「
施
策
費
用
の
確
保
」、

「
施
策
推
進
の
た
め
の
人
員
の
不
足
」、

「
情
報
漏
え
い
、
改
ざ
ん
リ
ス
ク
へ
の

不
安
」
は
未
だ
大
き
な
課
題
で
あ
る
。

関
連
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
・
サ
ー
ビ
ス

提
供
企
業
は
、
導
入
し
や
す
い
価
格
設

定
と
製
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
改
善
に
よ
っ

て
、
企
業
に
お
け
る
ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル

変
革
へ
の
挑
戦
を
強
く
後
押
し
し
て
い

く
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

4.

ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル
変
革
の
必
要
条
件：

個
人
の
自
律
と
I
T
リ
テ
ラ
シ
ー

柔
軟
な
ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル
実
現
に
向

け
て
、
求
め
ら
れ
る
個
人
の
ス
キ
ル
・

能
力
と
し
て
、「
指
示
が
な
く
て
も
自

律
的
に
動
け
る
力
」、「
自
分
一
人
で

タ
イ
ム
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
が
で
き
る

力
」、「
主
体
的
に
周
囲
に
働
き
か
け
、

仕
事
を
進
め
る
こ
と
が
で
き
る
業
務

遂
行
力
」
が
上
位
を
占
め
た
。
テ
レ

ワ
ー
ク
実
施
企
業
で
は
特
に
「
多
様
な

メ
デ
ィ
ア
を
活
用
で
き
る
I
T
リ
テ
ラ

シ
ー
」
を
挙
げ
る
割
合
が
高
い
。
個
人

は
、
仕
事
の
進
め
方
に
関
す
る
意
識
・

行
動
を
見
直
す
と
と
も
に
、
I
T
リ
テ

ラ
シ
ー
を
さ
ら
に
磨
き
、
知
識
の
習
得

や
ス
キ
ル
強
化
を
行
っ
て
い
く
こ
と
が

重
要
で
あ
る
。

5.
求
め
ら
れ
る
、
会
社
と
社
員
の
相
互

信
頼
、
社
員
同
士
の
相
互
支
援
の
組

織
づ
く
り

柔
軟
な
ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル
実
現
に
向

け
て
の
組
織
環
境
と
し
て
最
も
重
要
性

が
支
持
さ
れ
た
の
は
、「
会
社
と
社
員

が
相
互
に
信
頼
し
、
社
員
同
士
も
支
え

あ
う
組
織
文
化
の
創
造
」
で
あ
っ
た
。

I
T
を
活
用
し
、
働
く
場
所
や
時
間

が
自
由
に
選
択
で
き
る
環
境
下
で
は
、

と
も
す
れ
ば
、
個
人
の
自
己
管
理
能
力
、

個
人
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
だ
け
が
注
目

さ
れ
、
会
社
と
社
員
、
社
員
同
士
の
関

係
が
軽
視
さ
れ
が
ち
で
あ
る
。

一
方
、
東
日
本
大
震
災
を
機
に
、
我

々
は
「
つ
な
が
る
価
値
」
を
改
め
て
実

感
し
て
い
る
。
会
社
と
社
員
が
相
互
に

信
頼
し
、
社
員
同
士
は
相
互
に
尊
重
し

つ
つ
、
自
分
の
役
割
を
超
え
て
、
支
え
、

学
び
あ
う
こ
と
が
組
織
の
パ
ワ
ー
に
つ

な
が
っ
て
い
く
こ
と
は
間
違
い
な
い
。

ト
ッ
プ
層
、
管
理
職
層
の
率
先
し
た
意

識
づ
け
、
組
織
文
化
の
創
造
と
と
も
に
、

こ
れ
ら
の
信
頼
や
相
互
支
援
を
実
現

す
る
制
度
、
仕
組
み
づ
く
り
が
求
め
ら

れ
る
。
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リスト等）。

小豆川 裕子（しょうずがわ　ゆうこ）
ソーシャルイノベーション・コンサルティング本部
シニアスペシャリスト

ITサービス企業のシンクタンク等を経て現職。知識資産経営、ワ
ークスタイル＆ワークプレイスの実証研究等に従事。著書に「知
識資産経営と組織パフォーマンス」（共編著,2009年日本社会情報
学会優秀文献賞受賞）、「企業テレワーク入門」（共著、1999年）な
ど。博士（学術）。日本テレワーク学会副会長、日本社会情報学会
理事。

加藤 真由美（かとう　まゆみ）
産業コンサルティング本部　HRグループ
シニアマネージャー

大学卒業後、大手外資系コンピュータメーカ、航空測量会社を経
て現職。定量分析型組織風土改革、シニア・ミドルコア人材育成
をはじめとして、人事組織関連全般のコンサルテーションに従事。
社団法人産業カウンセラー協会認定「産業カウンセラー」、NPO
生涯学習認定「キャリア・コンサルタント」

さらに詳しい調査結果（分析結果）は、当社Webサイト　http://www.keieiken.co.jp/aboutus/newsrelease/110705/ をご覧ください。
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